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該事件について、検察官との間で前項の協議を行い、これにより、検察官

と被疑者又は被告人との間で同法第３５０条の２第１項に規定する合意が

あった場合であって、当該普通国選弁護人契約弁護士からその旨申出があ

るときは、当該普通国選弁護人契約弁護士に、前項に規定する協議加算報

酬に加えて１万円の合意加算報酬を支給する。 
（特別成果加算報酬） 
第３０条 被疑者の国選弁護人に選任された普通国選弁護人契約弁護士が、
算定基準別表Ｇ１の活動内容の欄に定める活動を行い、当該活動により、

当該別表の成果の欄に定める成果をあげた場合であって、当該成果に係る

事実を証明する書面が検察官に提出され、当該普通国選弁護人契約弁護士

からその旨申出があるときは、当該普通国選弁護人契約弁護士に、当該別

表に定める額の特別成果加算報酬を支給する。ただし、選任に係る被疑事

件が交通事故に関する被疑事件で、損害賠償責任保険によって損害賠償に

要する額が全額賄われたときは、同別表の番号３から６までに掲げる成果

に係る特別成果加算報酬は支給しない。 
２ 即決被告事件以外の第一審の被告事件の国選弁護人に選任された普通国
選弁護人契約弁護士が、選任に係る事件について、算定基準別表Ｇ２の成

果の欄に定める内容の判決を得た場合であって、当該普通国選弁護人契約

弁護士からその旨申出があるときは、当該普通国選弁護人契約弁護士に、

当該別表に定める限度額の範囲内において、当該普通国選弁護人契約弁護

士に支給すべき通常報酬の額に、当該別表に定める率を乗じて算出した額

の特別成果加算報酬を支給する。ただし、普通国選弁護人契約弁護士が公

訴事実を争わずに同基準別表Ｇ２の番号３又は４に掲げる成果をあげたと

き又は刑の減軽若しくは免除の事由があることを争点として弁護活動をす

ることなく同別表の番号５に掲げる成果をあげたときは、当該特別成果加

算報酬は支給しない。 
３ 普通国選弁護人契約弁護士が国選弁護人に選任された即決被告事件以外
の第一審の被告事件の被告人が勾留されている場合であって、当該普通国

選弁護人契約弁護士が次の各号に掲げるいずれかの成果をあげ、当該普通

国選弁護人契約弁護士からその旨申出があるときは、当該普通国選弁護人

契約弁護士に、１回に限り、１万円の特別成果加算報酬を支給する。  一 勾留決定に対する準抗告又は抗告の申立てによる勾留決定の取消し及
び被告人の釈放 
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 二 勾留取消しの申立てによる勾留の取消し及び被告人の釈放  三 保釈請求による保釈許可決定及び被告人の釈放 
４ 即決被告事件以外の第一審の被告事件の国選弁護人に選任された普通国
選弁護人契約弁護士が、選任に係る被告事件について、判決の罪となるべ

き事実に摘示された損害について、被害者に関し、算定基準別表Ｇ３の成

果の欄に定める内容の成果をあげた場合であって、当該成果に係る事実を

証明する書面が選任に係る被告事件の公判手続において証拠として取り調

べられ、当該普通国選弁護人契約弁護士からその旨申出があるときは、当

該普通国選弁護人契約弁護士に対し、当該別表の定めるところに従い、当

該別表の特別成果加算報酬の額の欄に定める額の特別成果加算報酬を支給

する。ただし、選任に係る被告事件が交通事故に関する被告事件で、損害

賠償責任保険によって損害賠償に要する額が全額賄われたときは、当該特

別成果加算報酬は支給しない。      第６節 被疑者の国選弁護人及び第一審の国選弁護人の費用の額の
算定方法   （記録謄写費用） 

第３１条 第一審の被告事件の国選弁護人に選任された一般国選弁護人契約
弁護士が、選任に係る事件の記録を謄写（複写又は記録を写真機で撮影し

てその画像を印刷又は印画することをいう。以下同じ。）し、その枚数が

２００枚を超える場合であって、当該一般国選弁護人契約弁護士からその

旨申出があるときは、当該一般国選弁護人契約弁護士に記録謄写費用を支

給する。 
２ 前項の記録謄写費用の額は、謄写枚数が２００枚を超える部分について、
謄写枚数１枚につき２０円（一般国選弁護人契約弁護士が記録謄写のため

に謄写枚数１枚につき２０円を超える額を現に支払った場合は、謄写枚数

１枚につき、４０円又は当該現に支払った額のうちいずれか低い額）とす

る。 
３ 第一審の被告事件の国選弁護人に選任された一般国選弁護人契約弁護士
が、カラー印刷されている記録をカラーで謄写（以下この条において「カ

ラー謄写」という。）したときは、カラー謄写の枚数１枚につきカラー謄

写以外の謄写の枚数２枚として換算する。 
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別表Ｇ１

番号

1

1-2

2

¥5,000

¥6,000

¥7,000

¥8,000

¥10,000

¥12,000

¥14,000

¥16,000

¥20,000

¥24,000

¥28,000

¥32,000

¥30,000

¥36,000

¥42,000

¥48,000

被疑事実に係る
被害者が3人

勾留期間延長決定に
対する準抗告の申立て

勾留期間延長決定の取消し、勾留期間延長請
求の却下及び被疑者の釈放

¥50,000

3

被疑事実に係る
被害者が1人

被疑事実に係る
被害者が2人

被疑事実に係る
被害者が1人

被疑事実に係る
被害者が2人

被疑事実に係る被害に関して、
被害者等からの減刑嘆願書の
取得

被疑事実に係る
被害者1人につ
き、右の額を被
害者の数で除し
て得た額

被疑事実に係る
被害者が3人

被疑事実に係る被害に関して、
被害者等が被ったすべての損
害の50%相当分以上の損害の
賠償

被疑事実に係る
被害者が1人

被疑事実に係る
被害者が1人

被疑事実に係る
被害者が2人

特別成果加算報酬の額

¥50,000

¥50,000

被疑事実に係る
被害者1人につ
き、右の額を被
害者の数で除し
て得た額

被疑事実に係る
被害者1人につ
き、右の額を被
害者の数で除し
て得た額

活動内容

勾留決定に対する準抗
告の申立て

成果

勾留決定の取消し、勾留請求の却下及び被疑
者の釈放

勾留取消しの申立て 勾留の取消し及び被疑者の釈放

※　番号3から6までについては、番号1、1-2又は2の活動内容に掲げる活動をし、当該活動に対する特別成果加算報酬
　が支給される場合を除く。
※　番号3から6までについて、被害者1人について、これらが掲げる成果のうちの複数の成果をあげたときは、特別
　成果加算報酬の額の最も高いもののみを支給する。
※　複数の被害者について、番号3から6までに掲げる複数の成果をあげたときは、次の①から⑦までに定める方法
　により特別成果加算報酬の額を算定する。
　①　最も高い番号の成果に係る被害者の数に応じて特別成果加算報酬を算定する。
　②　最も高い番号の成果を２番目に高い番号の成果とみなして、当該成果に係る被害者の数に応じて特別成果
　　加算報酬を算定する。
　③　最も高い番号の成果及び２番目に高い番号の成果を３番目に高い番号の成果とみなして、当該成果に係る被
　　害者の数に応じて特別成果加算報酬を算定する。
　④　最も高い番号の成果、２番目に高い番号の成果及び３番目に高い番号の成果を４番目に高い番号の成果と
　　みなして、当該成果に係る被害者の数に応じて特別成果加算報酬を算定する。
　⑤　被疑事実に係るすべての被害者について、最も低い番号の成果をあげた場合の特別成果加算報酬を算定す
　　る（被疑事実に係る被害者の一部について番号3から6までに掲げる成果がないときは０円と算定する。）。
　⑥　①から⑤までの額を比べ、最も高い額を特別成果加算報酬の額とする。
　⑦　ただし、番号4から6までに掲げる成果が含まれる場合で、被疑事実に係るすべての損害の50%相当分以上の
　　損害の賠償をしたときは、⑥で算定される特別成果加算報酬の額と１万円とを比べ、高い方の額を特別成果加
　　算報酬の額とする。

被疑事実に係る
被害者が3人

被疑事実に係る
被害者が4人以上

被疑事実に係る被害者
等（被害者、被害者が
死亡した場合の被害者
の相続人、被害者が未
成年である場合又は被
害者の精神に重大な故
障がある場合の被害者
の法定代理人及びこれ
に準じる者をいう。以下
同じ。）からの減刑嘆願
書（被疑者又は被告人
を宥恕し寛大な処分を
求める内容の文書をい
う。以下同じ。）の取
得、当該被害者等に対
する損害賠償又は当該
被害者等との和解契約
の締結に向けた交渉そ
の他の活動

被疑事実に係る
被害者1人につ
き、右の額を被
害者の数で除し
て得た額

被疑事実に係る
被害者が4人以上

4

5

6

被疑事実に係る被害に関して、
被害者等が被ったすべての損
害について実質的な賠償

被疑事実に係る被害に関して、
被害者等が被ったすべての損
害について、被害者等との間で
の和解契約の成立

被疑事実に係る
被害者が2人

被疑事実に係る
被害者が3人

被疑事実に係る
被害者が4人以上

被疑事実に係る
被害者が4人以上
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別表Ｇ２

番号

1

2

3

4

5

法定刑に死刑がある罪に係る公訴事実に対して、判決で法定刑に死刑
がない罪に係る犯罪事実が認定されたとき

30%

法定刑に死刑又は無期若しくは短期１年以上の懲役若しくは禁錮の定
めがある罪に係る公訴事実に対して、判決で、それ以外の罪に係る犯
罪事実が認定されたとき

判決で、刑の減軽又は免除の理由となる事実を認定し、かつ、刑の免除
又は法令の適用において刑の減軽がされたとき

※　番号3から5までについては、番号1又は2に掲げる成果をあげ、当該成果に対する特別成果加算報酬が支給
　される場合を除く。
※　番号3から5までに掲げる複数の成果をあげたときは、いずれか一つの成果に対する特別成果加算報酬のみ
　を支給する。
※　番号1については50万円、番号2については30万円、番号3から5までについては20万円を限度額とする。

成果 特別成果加算報酬の割合

判決主文において公訴事実の全部について無罪が言い渡されたとき
100%

判決主文において公訴事実の一部について無罪が言い渡されたとき
50%



別表Ｇ３

番号

判決に摘示された被害
者が1人

¥5,000

判決に摘示された被害
者が2人

¥6,000

判決に摘示された被害
者が3人

¥7,000

判決に摘示された被害
者が4人以上

¥8,000

判決に摘示された被害
者が1人

¥10,000

判決に摘示された被害
者が2人

¥12,000

判決に摘示された被害
者が3人

¥14,000

判決に摘示された被害
者が4人以上

¥16,000

判決に摘示された被害
者が1人

¥20,000

判決に摘示された被害
者が2人

¥24,000

判決に摘示された被害
者が3人

¥28,000

判決に摘示された被害
者が4人以上

¥32,000

判決に摘示された被害
者が1人

¥30,000

判決に摘示された被害
者が2人

¥36,000

判決に摘示された被害
者が3人

¥42,000

判決に摘示された被害
者が4人以上

¥48,000

※　被害者1人について、番号1から4までに掲げる成果のうちの複数の成果をあげたときは、特別成果加算報酬
　の額の最も高いもののみを支給する。
※　複数の被害者について、番号1から4までに掲げる複数の成果をあげたときは、次の①から⑦までに定める方
　法により特別成果加算報酬の額を算定する。
　①　最も高い番号の成果に係る被害者の数に応じて特別成果加算報酬を算定する。
　②　最も高い番号の成果を２番目に高い番号の成果とみなして、当該成果に係る被害者の数に応じて特別成果
　　加算報酬を算定する。
　③　最も高い番号の成果及び２番目に高い番号の成果を３番目に高い番号の成果とみなして、当該成果に係る
　　被害者の数に応じて特別成果加算報酬を算定する。
　④　最も高い番号の成果、２番目に高い番号の成果及び３番目に高い番号の成果を４番目に高い番号の成果と
　　みなして、当該成果に係る被害者の数に応じて特別成果加算報酬を算定する。
　⑤　判決に摘示されたすべての被害者について、最も低い番号の成果をあげた場合の特別成果加算報酬を算
　　定する（判決に摘示された被害者の一部について番号1から4までに掲げる成果がないときは０円と算定す
　　る。）。
　⑥　①から⑤までの額を比べ、最も高い額を特別成果加算報酬の額とする。
　⑦　ただし、番号2から4までに掲げる成果が含まれる場合で、判決に摘示されたすべての被害に係る損害の50%
　　相当分以上の損害の賠償をしたときは、⑥で算定される特別成果加算報酬の額と１万円とを比べ、高い方の
     額を特別成果加算報酬の額とする。

判決の罪となるべき事実に
摘示された被害に関し、被害
者等から減刑嘆願書を得た
場合

判決に摘示された被
害者1人につき、右
の額を被害者の数で
除して得た額

1

成果 特別成果加算報酬の額

被害者等との間で、判決の
罪となるべき事実に摘示さ
れた被害に関し、被害者等
が被ったすべての損害につ
いて、和解契約を成立させた
場合

4 判決に摘示された被
害者1人につき、右
の額を被害者の数で
除して得た額

3

判決の罪となるべき事実に
摘示された被害に関し、被害
者等が被ったすべての損害
の50%相当額以上について
損害賠償をした場合

2 判決に摘示された被
害者1人につき、右
の額を被害者の数で
除して得た額

判決に摘示された被
害者1人につき、右
の額を被害者の数で
除して得た額

判決の罪となるべき事実に
摘示された被害に関し、被害
者等が被ったすべての損害
について、実質的に損害賠
償をした場合
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２ 被疑者国選弁護の算定基準   

【表６】通常の被疑者国選弁護算定基準（概要） 
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【表６－②】被告人国選弁護算定基準（裁判員・即決を除く）（概要） 

  




